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※平成 30年 4月 1日以後終了事業年度分より「法人事業概況説明書」の様式が改訂されております。

〇〇法人会
電話番号等
URL等
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県税からのお知らせ 
  

  

 

 

 

 

広島県では、地域資源の魅力向上や受入環境の充実など、観光振興施策の促進に要する費

用に充てるため、令和８年４月１日から宿泊税の課税を開始しました。 

宿泊施設の経営者の方は、宿泊税の特別徴収義務者としての登録及び申告納入が必要とな

ります。 

皆様の御理解と御協力をお願いします。 
 

納 め る 額   宿泊者 1 人 1 泊 6,000 円以上（素泊まり・税抜き）の宿泊につき、200 円 

問い合せ先    広島県西部県税事務所 宿泊税課 TEL 082-207-3103 

 

 

 

 

 

 

 

  地方税共通納税システムとは、すべての都道府県・市区町村へ、自宅や職場のパソコンから

電子納税できる仕組みです。 

納税できる県税の種類 

○ 宿泊税 

○ 法人県民税              ○ ゴルフ場利用税 

○ 法人事業税              ○ 県たばこ税 

○ 特別法人事業税（地方法人特別税）   ○ 軽油引取税 

○ 利子割・配当割・株式等譲渡所得割   ○ 産業廃棄物埋立税 

 

 ※ ダイレクト納付、インターネットバンキング、クレジットカードによる納付では、領収証書が

発行されず、画面上で納付済みの確認を行います。 

共通納税システムで電子納税を行うためには、事前に eLTAXの利用届出を行い、利用者 IDを取得

する必要があります。 

詳しくは、eLTAXホームページをご覧いただくか、ヘルプデスクにお問合せ下さい。 

 

 

 

 

https://www.eltax.lta.go.jp/

地方税共通納税システムをご利用ください 

令和 8 年 4 月から「宿泊税」制度が開始されました 

 

 

宿泊税に関する情報は、広島県ホームページにて随時
更新しています。 
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 庄原市からのお知らせ 
 

  

  
中小企業等経営強化法に基づき、市から先端設備等導入計画の認定を受けて取得した設備 

について、固定資産税（償却資産）の課税標準の特例措置を受けることができます。 

対対象象設設備備  

先先端端設設備備のの種種類類  取取得得価価格格要要件件  

機械装置  160万円以上  

測定工具・検査工具  30万円以上  

器具備品  30万円以上  

建物附属設備  60万円以上  

特特例例内内容容  

賃賃上上げげ表表明明  取取得得時時期期  特特例例適適用用後後のの固固定定資資産産税税  

１．５％以上 Ｒ７.４.１～Ｒ９.３.３１ （３年間）２分の１ 

３．０％以上 Ｒ７.４.１～Ｒ９.３.３１ （５年間）４分の１ 

特例措置を受けるためには、毎年１月の償却資産申告と併せて、先端設備等導入計画に係る認定書等

の提出が必要です。詳しくは庄原市ホームページをご覧ください。 

問問いい合合わわせせ先先 市民部税務収納課資産税係 電話 0824-73-1144 

（先端設備等導入計画の申請・認定に関すること：産業振興部商工振興課 電話 0824-73-1178） 

 

 

  

  

  

対対象象者者  

次のすべてに該当する製造業、卸売業、小売業等を営む者 

 ①令和７年に庄原市内において課課税税標標準準額額のの合合計計額額がが 33,,000000万万円円以以上上のの設設備備投投資資を行った者 

 ②青色申告を提出する法人及び個人 

 

助助成成金金のの額額  

 設備投資（課税標準額の上限：10億円）の固定資産税相当額に、以下の助成率を乗じたもの 

 【１年度目】100/100 【２年度目】70/100 【３年度目】50/100 （各年度：千円未満切捨て） 

 

申申請請書書のの提提出出期期間間おおよよびび提提出出先先  

 提出期間：令和９年１月４日（月）～令和９年１月 29日（金） 

  

問問いい合合わわせせおおよよびび提提出出先先   産業振興部商工振興課 電話 0824-73-1178  

  

固固定定資資産産税税（（償償却却資資産産））のの特特例例措措置置ににつついいてて 

〔注意点〕 

・生産、販売活動等に直接用いるものであること。 

・太陽光等の再生可能エネルギー発電設備は、 

自社消費目的のみ対象となります。 

「「中中小小企企業業振振興興事事業業助助成成金金」」ののおお知知ららせせ  
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後 藤 茂 行 （副会長・広報統括） 加 島 俊 次 （広報委員長）

塩 本 誠 二 （広報副委員長） 定 丸 義 輝 （専務理事）



広島支社/
広島県広島市中区紙屋町1-2-27（大同生命広島ビル）
TEL 082-241-8191

広島支店/
広島県広島市中区基町12-6AIG広島ビル
TEL 082-535-6010


